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第１章 法人 

第１節 総則 

 （法人の目的） 

第１条 国立大学法人島根大学（以下「法人」という。）は，島根大学を設置し，大学の教育研究に

対する国民の要請にこたえるとともに，我が国の高等教育及び学術研究の水準の向上と均衡ある発

展を図ることを目的とする。 

（業務の範囲等） 

第２条 法人は，次の各号に掲げる業務を行う。 

一 島根大学（以下「本学」という。）を設置し，これを運営すること。 

二 学生に対し，修学，進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

三 法人以外の者から委託を受け，又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との

連携による教育研究活動を行うこと。 

四 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

五 島根大学における研究の成果を普及し，及びその活動を推進すること。 

六 島根大学における技術に関する研究の成果の活用を促進する事業であって国立大学法人法施

行令（平成１５年政令第４７８号）で定めるものを実施する者に出資すること。 

七 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

第２節 役員及び職員組織等 
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 （役員） 

第３条 法人に，国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号。以下「法人法」という。）第１０条

に基づき，役員として学長，監事及び理事を置く。 

２ 役員に関し必要な事項は，別に定める。 

 （副理事） 

第３条の２ 法人に副理事を置くことができる。 

２ 副理事に関し必要な事項は，別に定める。 

 （特別顧問） 

第３条の３ 法人に特別顧問を置くことができる。 

２ 特別顧問に関し必要な事項は，別に定める。 

 （職員） 

第４条 法人に次の職員を置く。 

一 一般職員 

二 教育職員 

三 医療職員 

四 特別職員 

五 その他の職員 

２ 職員の職務は，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）の定めるところによるほか，学長が定め

るものとする。 

３ 第１項第２号の教育職員のうち，教授，准教授，講師，助教及び助手を教員という。 

４ 職員に関し必要な事項は，別に定める。 

第３節 会議 

 （役員会） 

第５条 法人に，法人法第１１条第２項に基づき，法人の重要事項について学長の意思決定に先立ち

議決を行う機関として，役員会を置く。 

２ 役員会に関し，必要な事項は，別に定める。 

 （経営協議会） 

第６条 法人に，法人法第２０条に基づき，法人の経営に関する重要事項を審議する機関として，経

営協議会を置く。 

２ 経営協議会に関し，必要な事項は，別に定める。 

 （教育研究評議会） 

第７条 法人に，法人法第２１条に基づき，本学の教育研究に関する重要事項を審議する機関として，

教育研究評議会を置く。 

２ 教育研究評議会に関し，必要な事項は，別に定める。 

 （学長選考会議） 

第８条 法人に，法人法第１２条第２項及び第１７条第４項に基づき，学長の選考又は解任に係る申

出を行う機関として，学長選考会議を置く。 

２ 学長選考会議に関し，必要な事項は，別に定める。 

第２章 大学 

第１節 大学の構成 
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 （学部） 

第９条 本学に次の学部を置く。 

  法文学部 

  教育学部 

人間科学部 

  医学部 

  総合理工学部 

  生物資源科学部 

 （学科・課程及び講座） 

第１０条 法文学部に次の学科及び講座を置く。 

  法経学科 

法経 

  社会文化学科 

社会文化 

  言語文化学科 

言語文化 

２ 教育学部に次の課程を置く。 

  学校教育課程 

３ 人間科学部に次の学科を置く。 

  人間科学科 

４ 医学部に次の学科，系及び講座を置く。 

  医学科 

基礎医学系 

    解剖学，生理学，生化学，生命科学 

   臨床基礎医学系 

    薬理学，病理学，微生物学，免疫学 

   社会医学系 

    法医学，環境保健医学，医療情報学，医学英語教育学 

   臨床医学系 

内科学，皮膚科学，小児科学，外科学，整形外科学，脳神経外科学，泌尿器科学，精神医

学，産科婦人科学，耳鼻咽喉科学，眼科学，放射線医学，麻酔科学，緩和ケア，歯科口腔

外科学，臨床検査医学，救急医学，Acute Care Surgery，リハビリテーション医学，

地域医療教育学，地域医療政策学 

  看護学科 

基礎看護学，臨床看護学，地域・老年看護学 

５ 総合理工学部に次の学科を置く。 

  物理・マテリアル工学科 

  物質化学科 

  地球科学科 

  数理科学科 
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  知能情報デザイン学科 

機械・電気電子工学科 

  建築デザイン学科 

６ 生物資源科学部に次の学科を置く。 

  生命科学科 

  農林生産学科 

  環境共生科学科 

第１１条 削除 

 （大学院の設置） 

第１２条 本学に大学院を置く。 

 （附属病院） 

第１３条 医学部附属の教育研究施設として，医学部附属病院（以下「附属病院」という。）を置く。 

 （附属学校） 

第１４条 本学に次の学部附属学校を置く。 

  教育学部 附属幼稚園，附属義務教育学校  

２ 前項の附属学校に学習生活支援研究センターを置く。 

（学部附属の教育研究施設） 

第１５条 本学に次の学部附属の教育施設又は研究施設を置く。 

法文学部 山陰研究センター 

教育学部 教育支援センター，教師教育研究センター，ＦＤ戦略センター 

医学部 教育企画開発室 

生物資源科学部 生物資源教育研究センター 

２ 前項に掲げる生物資源教育研究センターは，本学の教育研究上支障がないと認められるときは，

他の大学の利用に供することができるものとする。 

（地域未来協創本部） 

第１５条の２ 本学に，地方創生及び地域活性化・地域連携に資する教育，研究並びに産業技術の振

興及び発展等に係る業務を円滑かつ効果的に実施する組織として，地域未来協創本部を置く。 

 （機構） 

第１６条 本学に，本学の教育研究に係る全学的な業務を円滑かつ効果的に実施する組織として，

次の機構を置く。 

  教育・学生支援機構 

  研究・学術情報機構 

  グローバル化推進機構 

  イノベーション創出機構 

 （機構に置くセンター等） 

第１７条 教育・学生支援機構に次のセンター等を置く。 

  大学教育センター 

  保健管理センター 

  学生支援センター 

障がい学生支援室 
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２ 研究・学術情報機構に次のセンター等を置く。 

  戦略的研究推進センター 

  エスチュアリー研究センター 

  総合科学研究支援センター 

総合情報処理センター 

地域包括ケア教育研究センター 

総合博物館 

自然災害軽減教育研究センター 

３ グローバル化推進機構に次のセンター等を置く。 

  国際交流センター 

外国語教育センター 

  島根大学・寧夏大学国際共同研究所 

４ イノベーション創出機構に次のセンター等を置く。 

  次世代たたら協創センター 

（附属図書館） 

第１７条の２ 本学に附属図書館を置く。 

２ 前項の附属図書館に分館を置く。 

（大学戦略企画室） 

第１７条の３ 本学に，大学運営の重点事項について学長の意思・意向を的確に反映するため大学戦

略企画室を置く。 

（評価室） 

第１７条の４ 本学に，評価に関する業務を行うため評価室を置く。 

（研究推進室） 

第１７条の５ 本学に，研究力の強化及び研究の推進を行うため研究推進室を置く。 

（広報戦略室） 

第１７条の６ 本学に，全学的な広報戦略を企画・立案するため広報戦略室を置く。 

 （ダイバーシティ推進室） 

第１７条の７ 本学に，ダイバーシティの推進及び女性研究者支援に関する具体的事業を企画・立

案・実施するためダイバーシティ推進室を置く。 

（ハラスメント対策室） 

第１７条の８ 本学に，全学的なハラスメント防止とハラスメント事案への対応の充実を図るため

ハラスメント対策室を置く。 

（インスティテューショナル・リサーチ室） 

第１７条の９ 本学に，機能強化の推進及び大学運営の改善に資するためインスティテューショナ

ル・リサーチ室を置く。 

第１８条 削除 

（山陰法実務教育研究センター） 

第１９条 本学に，山陰地域における法学教育の充実発展に寄与するため山陰法実務教育研究セン

ターを置く。 

（こころとそだちの相談センター） 
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第１９条の１の２ 本学に，心の健康に関する相談に応じて地域社会に貢献するとともに，心理臨床

に関する高度な知識と技能を有する専門家の養成に資するためこころとそだちの相談センターを

置く。 

（数理・データサイエンス教育研究センター） 

第１９条の１の３ 本学に，数理・データサイエンス教育研究活動の充実発展に資するため数理・デー

タサイエンス教育研究センターを置く。 

（寄附講座等） 

第１９条の２ 本学に，寄附講座，寄附研究部門又は寄附研究分野を置くことができる。 

（共同研究講座等） 

第１９条の３ 本学に，共同研究講座又は共同研究部門を置くことができる。 

 （学術研究院） 

第１９条の４ 本学に，教員組織として学術研究院を置く。 

２ 学術研究院に次の学系を置く。 

  人文社会科学系 

  教育学系 

  人間科学系 

医学・看護学系 

  理工学系 

環境システム科学系 

  農生命科学系 

  教育研究推進学系 

（事務組織） 

第２０条 本学に，その事務を処理するため事務組織を置く。 

 （規則） 

第２１条 第１３条から前条までに関し必要な事項は，別に定める。 

    第２節 職員組織その他 

 （学長） 

第２２条 本学に学長を置く。 

２ 学長は，校務をつかさどり，所属職員を統督する。 

 （副学長） 

第２３条 本学に副学長を置く。 

２ 副学長は，学長を助け，命を受けて校務をつかさどる。 

（学長特別補佐） 

第２３条の２ 本学に，学長特別補佐を置くことができる。 

２ 学長特別補佐は，学長の職務を助け，学長が指定する業務を処理する。 

 （学部長） 

第２４条 本学の各学部に学部長を置く。 

２ 学部長は，その学部に関する校務をつかさどる。 

（副学部長） 

第２５条 本学の各学部に副学部長を置く。 
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２ 副学部長は，学部長の職務を助け，学部長の職務のうちあらかじめ定める範囲内の業務を処理す

る。 

 （学科長） 

第２６条 学科に学科長を置くことができる。 

２ 学科長は，その学科に関する事項を整理する。 

 （病院長） 

第２７条 附属病院に病院長を置く。 

２ 病院長は，附属病院に関する事項を掌理する。 

 （副病院長） 

第２８条 附属病院に副病院長を置くことができる。 

２ 副病院長は，病院長の職務を助ける。 

 （附属学校園の長） 

第２９条 附属学校に校長（幼稚園にあっては園長）を置く。 

２ 附属学校の校長及び園長は，教育学部長の命を受け，その学校及び幼稚園に関する事項を処理す

る。 

 （学部附属の教育研究施設の長） 

第３０条 本学の学部附属の教育施設及び研究施設に長を置く。 

２ 前項の教育施設及び研究施設の長は，当該学部長の命を受け，その施設に関する事項を処理する。 

（本部長） 

第３０条の２ 本学の地域未来協創本部に本部長を置く。 

２ 前項の本部長は，地域未来協創本部の業務を総括する。 

（副本部長） 

第３０条の３ 本学の地域未来協創本部に副本部長を置くことができる。 

２ 前項の副本部長は，本部長の職務を助ける。 

 （機構長） 

第３１条 本学の各機構に機構長を置く。 

２ 前項の機構長は，その所掌する機構の業務を総括する。 

 （機構に置くセンター等の長） 

第３２条 機構に置くセンター等に長を置く。 

２ 機構に置くセンター等の長は，その所掌するセンター等の業務を掌理する。 

 （機構に置くセンター等の副センター長等） 

第３３条 機構に置くセンター等に副センター長等を置くことができる。 

２ 副センター長等は，センター等の長の職務を助ける。 

 （学術研究院長） 

第３４条 学術研究院に学術研究院長を置き，学長をもって充てる。 

 （学系長） 

第３５条 学系に学系長を置く。 

２ 学系長は，その学系に関する校務をつかさどる。 

第３６条 削除 

（事務局長） 
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第３７条 学長の下に，事務組織を総括するために事務局長を置く。  

２ 前項の規定にかかわらず，学長が指名する理事に事務組織を総括させることができる。 

（名誉教授） 

第３８条 本学の学長，副学長，学部長，教授，准教授又は講師として勤務した者であって，教育上

又は学術上特に功績のあった者に対し，名誉教授の称号を授与することができる。 

２ 名誉教授の称号の授与に関し，必要な事項は，別に定める。 

    第３節 会議 

第３９条 削除 

 （教授会等） 

第４０条 本学の各学部に教授会を置く。 

２ 教授会は，学長が次に掲げる事項について決定を行うに当たり意見を述べるものとする。 

一 学生の入学，卒業及び課程の修了 

二 学位の授与 

三 前２号に掲げるもののほか，教育研究に関する重要な事項で，教授会の意見を聴くことが必要

なものとして学長が定めるもの 

３ 教授会は，前項に規定するもののほか，学長及び学部長（以下この項において「学長等」という。）

がつかさどる教育研究に関する事項について審議し，及び学長等の求めに応じ，意見を述べること

ができる。 

４ 教授会は，その定めるところにより，教授会に属する職員のうちの一部の者をもって構成される

代議員会を置くことができる。 

５ 教授会は，その定めるところにより，代議員会の議決をもって，教授会の議決とすることができ

る。 

６ 本学の地域未来協創本部及び各機構については，管理委員会を置く。 

７ 教授会及び管理委員会に関し，必要な事項は，別に定める。 

 （学術研究院会議） 

第４１条 学術研究院に，学術研究院会議を置く。 

２ 学術研究院会議に関し，必要な事項は，別に定める。 

    第４節 削除 

    第５節 学部の収容定員 

 （収容定員） 

第４２条 学部，学科等の収容定員は，次のとおりとする。 

学部名 学科又は課程名 入学定員 第２年次 

編入学定員 

第３年次 

編入学定員 

収容定員 

法文学部 法経学科 ８０  
 

  

 
３２０ 

社会文化学科 ５０ ２００ 

言語文化学科 ５５ ２２０ 

     １０ ２０ 

計 １８５  １０ ７６０ 

教育学部 学校教育課程 １３０    ５２０ 

計 １３０   ５２０ 

人間科学部 人間科学科 ８０    ３２０ 
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計 ８０   ３２０ 

医学部 医学科 ９０ ５ ５ ５８５ 

看護学科 ６０   ２４０ 

計 １５０ ５ ５ ８２５ 

総合理工学部 物理・マテリアル工学科 ７３  ２ ２９６ 

物質化学科 ７３  ２ ２９６ 

地球科学科 ５０  １ ２０２ 

数理科学科 ５０  １ ２０２ 

知能情報デザイン学科 ５０  ２ ２０４ 

機械・電気電子工学科 ６４  ２ ２６０ 

建築デザイン学科 ４０  ２ １６４ 

計 ４００  １２ １,６２４ 

生物資源科学部 生命科学科 ７０  ３  ２８６ 

農林生産学科 ６０  ９ ２５８ 

環境共生科学科 ７０  ３ ２８６ 

計 ２００  １５ ８３０ 

合計 １,１４５ ５ ４２ ４,８７９ 

   第３章 大学院 

    第１節 大学院の構成等 

 （研究科） 

第４３条 大学院に次の研究科を置く。 

  人間社会科学研究科 

  教育学研究科 

  医学系研究科 

  自然科学研究科 

 （課程） 

第４４条 人間社会科学研究科は，修士課程とする。 

２ 自然科学研究科は，博士課程とする。 

３ 自然科学研究科の博士課程は，前期２年の課程（以下「博士前期課程」という。）及び後期３年

の課程（以下「博士後期課程」という。）に区分し，博士前期課程は，これを修士課程として取り

扱うものとする。 

４ 医学系研究科は，医学を履修する博士課程（以下「医学博士課程」という。）及び修士課程並び

に看護学を履修する博士課程とする。 

５ 医学系研究科の看護学を履修する博士課程は，博士前期課程及び博士後期課程に区分し，博士前

期課程は，これを修士課程として取り扱うものとする。 

６ 教育学研究科は，専門職学位課程とする。 

（専攻） 

第４５条 研究科に次の専攻を置く。 

  人間社会科学研究科 

   社会創成専攻 

   臨床心理学専攻 

  教育学研究科 

   教育実践開発専攻 
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  医学系研究科 

   医学博士課程 

    医科学専攻 

   修士課程 

    医科学専攻 

   博士前期課程 

    看護学専攻 

   博士後期課程 

    看護学専攻 

  自然科学研究科 

   博士前期課程 

    理工学専攻 

    環境システム科学専攻 

    農生命科学専攻 

   博士後期課程 

    創成理工学専攻 

第４５条の２ 削除  

 （鳥取大学大学院連合農学研究科の教育研究の実施） 

第４６条 鳥取大学大学院の連合農学研究科の教育研究の実施に当たっては，本学，鳥取大学及び山

口大学が協力するものとする。 

２ 前項の連合農学研究科に置かれる連合講座は，鳥取大学及び山口大学の教員とともに，本学の教

員がこれを担当し，又は分担するものとする。 

    第２節 大学院の収容定員 

 （収容定員） 

第４７条 大学院の収容定員は，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 

修士課程 

博士前期課程 

医学博士課程 

博士後期課程 

専門職学位課程 

入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

収容 

定員 

入学 

定員 

収容 

定員 

人間社会科

学研究科 

社会創成専攻  １５ ３０ －  － － － 

臨床心理学専攻 １０ ２０ －  － － － 

計 ２５ ５０ －  － － － 

教育学研究

科 

教育実践開発専攻 － － －  － ２０ ４０ 

計 － － －  － ２０ ４０ 

医学系研究

科 

医科学専攻  －  － ３０ １２０ － － 

医科学専攻 １５ ３０  －  － － － 

看護学専攻  １２  ２４ ２ ６ － － 

計  ２７  ５４ ３２ １２６ － － 

自然科学研

究科 

理工学専攻 ７９ １５８ － － － － 
環境システム科学専攻 ７８ １５６ － － － － 
農生命科学専攻 ４３ ８６ － － － － 
創成理工学専攻  －  － １５ ４５ － － 

計 ２００ ４００ １５ ４５ － － 
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合計 ２５２ ５０４ ４７ １７１ ２０ ４０ 

    第３節 職員組織 

 （研究指導及び授業担当） 

第４８条 研究科における研究の指導は原則として教授が行い，授業は教授，准教授，講師又は助教

が担当する。 

 （研究科長） 

第４９条 研究科に研究科長を置く。 

２ 研究科長（人間社会科学研究科長及び自然科学研究科長を除く。）は，基礎となる学部の学部長

をもって充てる。 

３ 研究科長は，その研究科に関する校務をつかさどる。 

 （副研究科長） 

第４９条の２ 研究科に副研究科長を置くことができる。 

２ 副研究科長は，研究科長の職務を助ける。 

 （専攻長） 

第４９条の３ 専攻に専攻長を置くことができる。 

２ 専攻長は，その専攻に関する事項を整理する。 

 （研究科教授会） 

第５０条 研究科に，教育研究に関する重要事項を審議するため，研究科教授会を置き，第４０条第

２項から第５項の規定は，研究科教授会について準用する。 

２ 前項に定めるもののほか，研究科教授会に関し必要な事項は，各研究科において定める。 

   第４章 教育内容等の改善のための組織的な研修等 

（組織的研修等） 

第５１条 本学は，学部においては授業の内容及び方法の改善を図るため全学及び学部ごとに，研究

科においては授業及び研究指導の内容並びに方法の改善を図るため研究科ごとに，組織的な研修及

び研究を実施するものとする。 

第５章 雑則 

 （学則の改廃) 

第５２条 この学則の改廃は，役員会の議を経て行う。 

２ 前項の役員会の審議に先立ち，法人の経営に関する部分については経営協議会において，国立大

学法人の経営に関する部分を除く部分については教育研究評議会において審議を行うものとする。 

   附 則 

１ この学則は，平成１６年４月１日から施行する。 

２ 旧島根大学法文学部の法学科及び社会システム学科並びに教育学部の学校教育教員養成課程，生

涯学習課程並びに生活環境福祉課程は，第１０条の規定にかかわらず，当該学科又は課程に在学す

る者が当該学科又は課程に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 法文学部及び教育学部の収容定員並びに全学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，平

成１６年度から平成１８年度については，次の表のとおりとする。 

学部名 学科又は課程名 収容定員   

  平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 

法文学部 法経学科 ９０ １８０ ２７０ 

 社会文化学科 ７０ １４０ ２１０ 
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 言語文化学科 ２７５ ２７０ ２６５ 

 法学科 ４３５ ２９０ １４５ 

 社会システム学科 ２８５ １９０ ９５ 

 計 １，１７５ １，０９０ １，００５ 

教育学部 学校教育課程 １７０ ３４０ ５１０ 

 学校教育教員養成課程 ３００ ２００ １００ 

 生涯学習課程 １９５ １３０ ６５ 

 生活環境福祉課程 １０５ ７０ ３５ 

 計 ７７０ ７４０ ７１０ 

合計  ５，２３５ ５，１２０ ５，００５ 

４ 旧島根大学大学院人文社会科学研究科の法学専攻，社会システム専攻及び言語文化専攻は，第４

７条の規定にかかわらず，当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続する

ものとする。 

５ 人文社会科学研究科及び医学系研究科医科学専攻の収容定員並びに全研究科の修士課程・博士前

期課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成１６年度については，次の表のとおりと

する。 

研究科名 専攻名 収容定員 

人文社会科学研究科 法経専攻 ６ 

 言語・社会文化専攻 ６ 

 法学専攻 ８ 

 社会システム専攻 ４ 

 言語文化専攻 ４ 

 計 ２８ 

医学系研究科 医科学専攻 １５ 

 計 ３９ 

合計  ５１３ 

５ 法務研究科の収容定員及び全研究科の専門職学位課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわら

ず，平成１６年度及び平成１７年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員  

  平成１６年度 平成１７年度 

法務研究科 法曹養成専攻 ３０ ６０ 

 計 ３０ ６０ 

合計  ３０ ６０ 

附 則（平成１６年１０月１日一部改正） 

この学則は，平成１６年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１６年１０月２７日一部改正） 

この学則は，平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平成１６年１２月２２日一部改正） 

この学則は，平成１６年１２月２２日から施行する。 

附  則（平成１７年３月８日一部改正） 

 この学則は，平成１７年３月８日から施行する。 

附  則（平成１７年３月８日一部改正） 

 この学則は，平成１７年４月１日から施行する。 

附  則（平成１７年３月２２日一部改正） 

 この学則は，平成１７年３月２２日から施行する。 

附  則（平成１７年１０月２６日一部改正） 

 この学則は，平成１７年１０月２６日から施行する。 
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附  則（平成１７年１２月２８日一部改正） 

 この学則は，平成１７年１２月２８日から施行する。 

附  則（平成１７年１２月２８日一部改正） 

 この学則は，平成１８年１月１日から施行する。 

附  則（平成１８年３月８日一部改正） 

１ この学則は，平成１８年４月１日から施行する。 

２ この学則による改正後の国立大学法人島根大学管理学則第１５条の法文学部に係る規定は，平

成１６年４月２１日から適用し，医学部に係る規定は，平成１６年４月１日から適用する。 

附  則（平成１８年３月２２日一部改正） 

 この学則は，平成１８年４月１日から施行する。 

附  則（平成１８年１２月１９日一部改正） 

 この学則は，平成１９年４月１日から施行する。 

附  則（平成１９年３月２６日一部改正） 

 この学則は，平成１９年４月１日から施行する。 

附  則（平成１９年６月１９日一部改正） 

 この学則は，平成１９年６月１９日から施行する。 

附  則（平成２０年３月２５日一部改正） 

１ この学則は，平成２０年４月１日から施行する。 

２ 教育学研究科の学校教育専攻及び教科教育専攻，医学系研究科の形態系専攻，機能系専攻，生態

系専攻並びに生物資源科学研究科の生物科学専攻，生態環境科学専攻，生命工学専攻，農業生産学

専攻及び地域開発科学専攻は，第４５条の規定にかかわらず，当該専攻に在学する者が当該専攻に

在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 教育学研究科及び生物資源科学研究科の収容定員並びに全研究科の修士課程・博士前期課程の収

容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成２０年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員 

教育学研究科 教育実践開発専攻 ２０ 

 教育内容開発専攻 ２０ 

 学校教育専攻 ５ 

 教科教育専攻 ３０ 

 計 ７５ 

生物資源科学研究科 生物生命科学専攻 ２０ 

農林生産科学専攻 ２２ 

環境資源科学専攻 １８ 

生物科学専攻 １２ 

生態環境科学専攻 １８ 

生命工学専攻 １２ 

農業生産学専攻 １２ 

地域開発科学専攻 ２２ 

計 １３６ 

合計  ５１３ 

４ 医学系研究科博士課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成２０年度から平成２

２年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員 

平成２０

年度 

平成２１

年度 

平成２２

年度 

医学系研究科 医科学専攻 ３０ ６０ ９０ 

 形態系専攻 ２４ １６ ８ 
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 機能系専攻 ４５ ３０ １５ 

 生態系専攻 ２１ １４ ７ 

 計 １２０ １２０ １２０ 

附  則（平成２０年７月２２日一部改正） 

 この学則は，平成２０年７月２２日から施行する。 

附  則（平成２１年３月１７日一部改正） 

１ この学則は，平成２１年４月１日から施行する。 

２ 医学部医学科の入学定員及び収容定員並びに全学部の入学定員及び収容定員は，第４２条の規定

にかかわらず，平成２１年度から平成３４年度については，次の表のとおりとする。 

学部 
学科又

は課程 

入学定員 

平成 

２１年度 

平成 

２２年度 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

医学部 
医学科 ９５ ９５ ９５ ９５ ９５ ９５ ９５ 

計 １５５ １５５ １５５ １５５ １５５ １５５ １５５ 

合計 １，１５０ １，１５０ １，１５０ １，１５０ １，１５０ １，１５０ １，１５０ 

 

学部 
学科又

は課程 

入学定員 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

平成 

３２年度 

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

医学部 
医学科 ９５ ９５ ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ 

計 １５５ １５５ １５０ １５０ １５０ １５０ １５０ 

合計 １，１５０ １，１５０ １，１４５ １，１４５ １，１４５ １，１４５ １，１４５ 

 

学部 
学科又

は課程 

収容定員 

平成 

２１年度 

平成 

２２年度 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

医学部 
医学科 ５６０ ５７０ ５８０ ５９０ ６００ ６１０ ６１０ 

計 ８２０ ８３０ ８４０ ８５０ ８６０ ８７０ ８７０ 

合計 ４，９００ ４，９１０ ４，９２０ ４，９３０ ４，９４０ ４，９５０ ４，９５０ 

 

学部 
学科又

は課程 

収容定員 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

平成 

３２年度 

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

医学部 
医学科 ６１０ ６１０ ６０５ ６００ ５９５ ５９０ ５８５ 

計 ８７０ ８７０ ８６５ ８６０ ８５５ ８５０ ８４５ 

合計 ４，９５０ ４，９５０ ４，９４５ ４，９４０ ４，９３５ ４，９３０ ４，９２５ 

附  則（平成２１年４月２１日一部改正） 

この学則は，平成２１年４月２１日から施行する。 

附  則（平成２２年１月２６日一部改正） 

この学則は，平成２２年４月１日から施行する。 

附  則（平成２２年３月１７日一部改正） 

１ この学則は，平成２２年４月１日から施行する。 

２ 医学部医学科の入学定員及び収容定員並びに全学部の入学定員及び収容定員は，第４２条の規定

にかかわらず，平成２２年度から平成３６年度については，次の表のとおりとする。 
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学

部 

学科又

は課程 

入学定員 

平成 

２２年度 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

医

学

部 

医学科 １００ １００ １００ １００ １００ 

計 １６０ １６０ １６０ １６０ １６０ 

合計 １，１５５ １，１５５ １，１５５ １，１５５ １，１５５ 

 

学

部 

学科又

は課程 

入学定員 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

平成 

３１度 

医

学

部 

医学科 １００ １００ １００ ９５ ９５ 

計 １６０ １６０ １６０ １５５ １５５ 

合計 １，１５５ １，１５５ １，１５５ １，１５０ １，１５０ 

 

学

部 

学科又

は課程 

入学定員 

平成 

３２年度 

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

平成 

３５年度 

平成 

３６年度 

医

学

部 

医学科 ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ 

計 １５０ １５０ １５０ １５０ １５０ 

合計 1，1４５ 1，1４５ 1，1４５ 1，1４５ 1，1４５ 

 

学

部 

学科又

は課程 

収容定員 

平成 

２２年度 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

医

学

部 

医学科 ５７５ ５９０ ６０５ ６２０ ６３５ 

計 ８３５ ８５０ ８６５ ８８０ ８９５ 

合計 ４，９１５ ４，９３０ ４，９４５ ４，９６０ ４，９７５ 

 

学

部 

学科又

は課程 

収容定員 

平成 

２７年度 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

医

学

部 

医学科 ６４０ ６４０ ６４０ ６３５ ６３０ 

計 ９００ ９００ ９００ ８９５ ８９０ 

合計 ４，９８０ ４，９８０ ４，９８０ ４，９７５ ４，９７０ 

 

学

部 

学科又

は課程 

収容定員 

平成 

３２年度 

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

平成 

３５年度 

平成 

３６年度 

医

学

部 

医学科 ６２０ ６１０ ６００ ５９０ ５８５ 

計 ８８０ ８７０ ８６０ ８５０ ８４５ 

合計 ４，９６０ ４，９５０ ４，９４０ ４，９３０ ４，９２５ 

３ 法務研究科の収容定員及び全研究科の専門職学位課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわら
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ず，平成２２年度及び平成２３年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員  

  平成２２年度 平成２３年度 

法務研究科 法曹養成専攻 ８０ ７０ 

 計 ８０ ７０ 

合計  ８０ ７０ 

附  則（平成２３年３月２３日一部改正） 

１ この学則は，平成２３年４月１日から施行する。 

２ 医学部医学科の入学定員及び収容定員並びに全学部の入学定員及び収容定員は，第４２条の規定

にかかわらず，平成２３年度から平成３６年度については，次の表のとおりとする。 

学

部 

学科又

は課程 

入学定員 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

医

学

部 

医学科 １０２ １０２ １０２ １０２ １０２ 

計 １６２ １６２ １６２ １６２ １６２ 

合計 １，１５７ １，１５７ １，１５７ １，１５７ １，１５７ 

 

学

部 

学科又

は課程 

入学定員 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

平成 

３２年度 

医

学

部 

医学科 １０２ １０２ ９７ ９７ ９０ 

計 １６２ １６２ １５７ １５７ １５０ 

合計 １，１５７ １，１５７ １，１５２ １，１５２ 1，１４５ 

 

学

部 

学科又

は課程 

入学定員  

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

平成 

３５年度 

平成 

３６年度 
 

医

学

部 

医学科 ９０ ９０ ９０ ９０  

計 １５０ １５０ １５０ １５０  

合計 1，１４５ 1，１４５ 1，１４５ 1，１４５  

 

学

部 

学科又

は課程 

収容定員 

平成 

２３年度 

平成 

２４年度 

平成 

２５年度 

平成 

２６年度 

平成 

２７年度 

医

学

部 

医学科 ５９２ ６０９ ６２６ ６４３ ６５０ 

計 ８５２ ８６９ ８８６ ９０３ ９１０ 

合計 ４，９３２ ４，９４９ ４，９６６ ４，９８３ ４，９９０ 

 

学

部 

学科又

は課程 

収容定員 

平成 

２８年度 

平成 

２９年度 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

平成 

３２年度 

医

学

部 

医学科 ６５２ ６５２ ６４７ ６４２ ６３０ 

計 ９１２ ９１２ ９０７ ９０２ ８９０ 

合計 ４，９９２ ４，９９２ ４，９８７ ４，９８２ ４，９７０ 
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学

部 

学科又

は課程 

収容定員  

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

平成 

３５年度 

平成 

３６年度 
 

医

学

部 

医学科 ６１８ ６０６ ５９４ ５８７  

計 ８７８ ８６６ ８５４ ８４７  

合計 ４，９５８ ４，９４６ ４，９３４ ４，９２７  

 

附  則（平成２４年３月１９日一部改正） 

１ この学則は，平成２４年４月１日から施行する。 

２ 総合理工学部の電子制御システム工学科及び材料プロセス工学科並びに生物資源科学部の生

態環境科学科，農業生産学科及び地域開発科学科は，第１０条の規定にかかわらず，当該学科に

在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 総合理工学部及び生物資源科学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，平成２４年度

から平成２６年度については，次の表のとおりとする。 

学部名 学科又は課程名 
収容定員 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

総合理工学部 機械・電気電子工学科 ８０ １６０ ２４０ 

建築・生産設計工学科 ４０ ８０ １２０ 

電子制御システム工学科 ２４０ １６０ ８０ 

材料プロセス工学科 １２０ ８０ ４０ 

計 １，６３２ １，６２４ １，６２４ 

生物資源科学部 農林生産学科 ８５ １７０ ２５５ 

地域環境科学科 ４５ ９０ １３５ 

生態環境科学科 １３５ ９０ ４５ 

農業生産学科 ９０ ６０ ３０ 

地域開発科学科 １６５ １１０ ５５ 

計 ８４０ ８４０ ８４０ 

４ 全学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，平成２４年度から平成３６年度について

は，次の表のとおりとする。 

 収容定員 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度 

合計 ４，９４１ ４，９５０ ４，９６７ ４，９７４ ４，９７６ 

 

   収容定員 

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

合計 ４，９７６ ４，９７１ ４，９６６ ４，９５４ ４，９４２ 

 

 収容定員 

平成３４年度 平成３５年度 平成３６年度 

合計 ４，９３０ ４，９１８ ４，９１１ 

５ 総合理工学研究科の物質科学専攻，地球資源環境学専攻，数理・情報システム学専攻，電子制

御システム工学専攻及び材料プロセス工学専攻は，第４５条の規定にかかわらず，当該専攻に在

学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

６ 総合理工学研究科博士前期課程の収容定員及び全研究科の修士課程・博士前期課程の収容定員

は，第４７条の規定にかかわらず，平成２４年度については，次の表のとおりとする。 

17



 

 

 

研究科名 専攻名 収容定員 

総合理工学研究科 総合理工学専攻 １２４ 

物質科学専攻 ３６ 

地球資源環境学専攻 １４ 

数理・情報システム学専攻 ２８ 

電子制御システム工学専攻 ２２ 

材料プロセス工学専攻 １２ 

計 ２３６ 

合計 ５１４ 

附  則（平成２４年６月２２日一部改正） 

 この学則は，平成２４年７月１日から施行する。 

附  則（平成２５年３月１４日一部改正） 

 この学則は，平成２５年４月１日から施行する。 

附  則（平成２５年９月９日一部改正） 

 この学則は，平成２５年９月９日から施行する。 

附  則（平成２５年１０月１５日一部改正） 

 この学則は，平成２５年１０月１５日から施行する。 

附  則（平成２６年１月２９日一部改正） 

１ この学則は，平成２６年２月１日から施行する。ただし，第１０条第３項の改正規定中地域・

老年看護学に係る部分並びに第４５条，第４５条の２，第４７条及び第４９条の３の改正規定は，

平成２６年４月１日から施行する。 

２ 総合理工学研究科のマテリアル創成工学専攻及び電子機能システム工学専攻は，第４５条の規

定にかかわらず，当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものと

する。 

３ 総合理工学研究科博士後期課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成２６年度及

び平成２７年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 
収容定員 

平成２６年度 平成２７年度 

総合理工学研

究科 

総合理工学

専攻 

 

１２ 

 

２４ 

 マテリアル

創成工学専

攻 

 

 

１２ 

 

 

６ 

 電子機能シ

ステム工学

専攻 

 

 

１２ 

 

 

６ 

 計 ３６ ３６ 

附  則（平成２６年３月１９日一部改正） 

 この学則は，平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年７月１４日一部改正） 

 この学則は，平成２６年７月１４日から施行し，平成２６年７月１日から適用する。 

附  則（平成２７年１月２９日一部改正） 

 この学則は，平成２７年４月１日から施行する。 
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附  則（平成２７年３月１８日一部改正） 

１ この学則は，平成２７年４月１日から施行する。 

２ 法務研究科法曹養成専攻は，第４５条の規定にかかわらず，当該専攻に在学する者が当該専攻

に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 法務研究科法曹養成専攻の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成２７年度及び平成

２８年度については，次の表のとおりとする。  

研究科名 専攻名 収容定員 

  平成２７年度 平成２８年度 

法務研究科 法曹養成専

攻 

４０ ２０ 

 計 ４０ ２０ 

合計  ４０ ２０ 

附  則（平成２７年３月２５日一部改正） 

 この学則は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２７年６月２５日一部改正） 

 この学則は，平成２７年７月１日から施行する。 

附 則（平成２７年１０月１日一部改正） 

 この学則は，平成２７年１０月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月１５日一部改正） 

１ この学則は，平成２８年４月１日から施行する。 

２ 教育学研究科修士課程の教育実践開発専攻及び教育内容開発専攻は，第４５条の規定にかかわ

らず，当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

３ 教育学研究科修士課程及び教育学研究科専門職学位課程の収容定員並びに全研究科の修士課

程及び専門職学位課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平成２８年度については，

次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 

修士課程 

博士前期課程 

専門職学位課程 

収容定員 収容定員 

教育学研究科 教育実践開発

専攻 
２０ １７ 

臨床心理専攻 ８ － 

教育内容開発

専攻 
２０ － 

合計 ４９４ ３７ 

４ 医学系研究科看護学専攻博士後期課程の収容定員及び全研究科の博士後期課程の収容定員は，

第４７条の規定にかかわらず，平成２８年度及び平成２９年度については，次の表のとおりとす

る。 

研究科名 専攻名 
収容定員 収容定員 

平成２８年度 平成２９年度 

医学系研究科 看護学専攻 ２ ４ 
合計 １５８ １６０ 

附 則（平成２８年６月２４日一部改正） 

 この学則は，平成２８年７月１日から施行する。 

附 則（平成２９年２月２日一部改正） 

 この学則は，平成２９年２月２日から施行する。 

附  則（平成２９年２月２日一部改正） 

１ この学則は，平成２９年４月１日から施行する。 

19



 

 

 

２ 法文学部，教育学部及び人間科学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，平成２９年

度から平成３１年度については，次の表のとおりとする。 

学部名 学科又は課程名 

収容定員 

平成２９

年度 

平成３０

年度 

平成３１

年度 

法文学部 法経学科 ３５０ ３４０ ３３０ 

社会文化学科 ２６０ ２４０ ２２０ 

言語文化学科 ２５０ ２４０ ２３０ 

計 ８８０ ８４０ ８００ 

教育学部 学校教育課程 ６４０ ６００ ５６０ 

計 ６４０ ６００ ５６０ 

人間科学部 人間科学科 ８０ １６０ ２４０ 

計 ８０ １６０ ２４０ 

 

附 則（平成２９年３月１４日一部改正） 

 この学則は，平成２９年４月１日から施行する。ただし，平成２８年島大学則第１号附則第３項

の改正規定は，平成２８年４月１日から適用する。 

附  則（平成３０年３月１４日一部改正） 

１ この学則は，平成３０年４月１日から施行する。 

２ 総合理工学部の物質科学科，地球資源環境学科，数理・情報システム学科及び建築・生産設計

工学科並びに生物資源科学部の生物科学科，生命工学科及び地域環境科学科は，第１０条の規定

にかかわらず，当該学科に在学する者が当該学科に在学しなくなるまでの間，存続するものとす

る。 

３ 医学部医学科の入学定員及び収容定員並びに全学部の入学定員は，第４２条の規定にかかわら

ず，平成３０年度から平成３６年度については，次の表のとおりとする。 

学

部 

学科又

は課程 

入学定員 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

平成 

３２年度 

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

医

学

部 

医学科 １０２ １０２  ９０  ９０  ９０ 

計 １６２ １６２ １５０ １５０ １５０ 

合計 １，１５７ １，１５７ １，１４５ １，１４５ １，１４５ 

 

学

部 

学科又

は課程 

入学定員 

平成 

３５年度 

平成 

３６年度 

  
医

学

部 

医学科 ９０ ９０ 

計 １５０ １５０ 

合計 1，１４５ 1，１４５ 

 

学

部 

学科又

は課程 

収容定員 

平成 

３０年度 

平成 

３１年度 

平成 

３２年度 

平成 

３３年度 

平成 

３４年度 

医

学

部 

医学科 ６５２ ６５２ ６４０ ６２８ ６１６ 

計 ９１２ ９１２ ９００ ８８８ ８７６ 
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学

部 

学科又

は課程 

収容定員 

 

平成 

３５年度 

平成 

３６年度 

医

学

部 

医学科 ６０４ ５９２ 

計 ８６４ ８５２ 

４ 総合理工学部及び生物資源科学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，平成３０年度

から平成３２年度については，次の表のとおりとする。 

学部名 学科又は課程名 
収容定員 

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 

総合理工学部 物理・マテリアル工学科 ７３ １４６ ２２１ 

物質化学科 ７３ １４６ ２２１ 

地球科学科 ５０ １００ １５１ 

数理科学科 ５０ １００ １５１ 

知能情報デザイン学科 ５０ １００ １５２ 

機械・電気電子工学科 ３０４ ２８８ ２７４ 

建築デザイン学科 ４０ ８０ １２２ 

物質科学科 ３９０ ２６０ １３０ 

地球資源環境学科 １５０ １００ ５０ 

数理・情報システム学科 ３００ ２００ １００ 

建築・生産設計工学科 １２０ ８０ ４０ 

（第３年次編入学） ２４ ２４ １２ 

計 １，６２４ １，６２４ １，６２４ 

生物資源科学部 生命科学科 ７０ １４０ ２１３ 

農林生産学科 ３１５ ２９０ ２７４ 

環境共生科学科 ７０ １４０ ２１３ 

生物科学科 ９０ ６０ ３０ 

生命工学科 １２０ ８０ ４０ 

地域環境科学科 １３５ ９０ ４５ 

（第３年次編入学） ４０ ４０ ２０ 

計 ８４０ ８４０ ８３５ 

５ 全学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，平成３０年度から平成３６年度について

は，次の表のとおりとする。 

   収容定員 

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 平成３４年度 

合計 ４，９７６ ４，９７６ ４，９５９ ４，９４２ ４，９３０ 

 

 収容定員 

平成３５年度 平成３６年度 

合計 ４，９１８ ４，９０６ 

６ 総合理工学研究科博士前期課程総合理工学専攻並びに生物資源科学研究科生物生命科学専攻，

農林生産科学専攻及び環境資源科学専攻は，第４５条の規定にかかわらず，当該専攻に在学する

者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

７ 自然科学研究科博士前期課程，総合理工学研究科博士前期課程及び生物資源科学研究科の収容

定員並びに全研究科の修士課程・博士前期課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，平

成３０年度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員 

自然科学研究科 理工学専攻 ７９ 
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環境システム科学専攻 ７８ 

農生命科学専攻 ４３ 

計 ２００ 

総合理工学研究科 総合理工学専攻 １２４ 

計 １２４ 

生物資源科学研究科 生物生命科学専攻 ２０ 

農林生産科学専攻 ２２ 

環境資源科学専攻 １８ 

計 ６０ 

合計 ４７８ 

附  則（平成３０年３月２０日一部改正） 

 この学則は，平成３０年４月１日から施行する。 

附  則（平成３０年５月１４日一部改正） 

 この学則は，平成３０年６月１日から施行する。 

附  則（平成３０年１０月４日一部改正） 

 この学則は，平成３０年１１月１日から施行する。 

附  則（平成３１年１月２５日一部改正） 

 この学則は，平成３１年２月１日から施行する。 

附  則（平成３１年３月１１日一部改正） 

 この学則は，平成３１年４月１日から施行する。 

附  則（平成３１年３月２２日一部改正） 

 この学則は，平成３１年４月１日から施行する。 

附  則（令和元年１０月１５日一部改正） 

 この学則は，令和元年１０月１５日から施行する。 

附  則（令和２年３月１１日一部改正） 

１ この学則は，令和２年４月１日から施行する。 

２ 医学部医学科の入学定員及び医学部の収容定員並びに全学部の入学定員は，第４２条の規定に

かかわらず，令和２年度から令和８年度については，次の表のとおりとする。 

学

部 

学科又

は課程 

入学定員 

令和 

２年度 

令和 

３年度 

令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

医

学

部 

医学科 １０２ １０２  ９０  ９０  ９０ 

計 １６２ １６２ １５０ １５０ １５０ 

合計 １，１５７ １，１５７ １，１４５ １，１４５ １，１４５ 

 

学

部 

学科又

は課程 

入学定員 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

  
医

学

部 

医学科 ９０ ９０ 

計 １５０ １５０ 

合計 1，１４５ 1，１４５ 

 

学

部 

学科又は

課程 

収容定員 

令和 令和 令和 令和 令和 
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２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 

医

学

部 

医学科 ６５２ ６５２ ６４０ ６２８ ６２１ 

看護学科 ２５０ ２４０ ２４０ ２４０ ２４０ 

計 ９０２ ８９２ ８８０ ８６８ ８６１ 

 

学

部 

学科又は

課程 

収容定員 

 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

医

学

部 

医学科 ６０９ ５９７ 

看護学科 ２４０ ２４０ 

計 ８４９ ８３７ 

 

３ 全学部の収容定員は，第４２条の規定にかかわらず，令和２年度から令和８年度については，

次の表のとおりとする。 

   収容定員 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

合計 ４，９６１ ４，９４６ ４，９３４ ４，９２２ ４，９１５ 

 

 収容定員 

令和７年度 令和８年度 

合計 ４，９０３ ４，８９１ 

 

４ 総合理工学研究科博士後期課程総合理工学専攻は，第４５条の規定にかかわらず，当該専攻に

在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続するものとする。 

５ 自然科学研究科博士後期課程及び総合理工学研究科博士後期課程の収容定員並びに全研究科

の博士後期課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，令和２年度及び令和３年度につい

ては，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 収容定員 

令和２年度 令和３年度 

自然科学研究科 創成理工学専攻 １５ ３０ 

計 １５ ３０ 

総合理工学研究科 総合理工学専攻 ２４ １２ 

計 ２４ １２ 

合計 １６５ １６８ 

 

附  則（令和  年  月  日一部改正） 

１ この学則は，令和３年４月１日から施行する。 

２ 人文社会科学研究科法経専攻及び言語・社会文化専攻並びに教育学研究科臨床心理専攻は，第

４５条の規定にかかわらず，当該専攻に在学する者が当該専攻に在学しなくなるまでの間，存続

するものとする。 

３ 人間社会科学研究科，人文社会科学研究科及び教育学研究科の収容定員並びに全研究科の修士

課程・博士前期課程及び専門職学位課程の収容定員は，第４７条の規定にかかわらず，令和３年

度については，次の表のとおりとする。 

研究科名 専攻名 修士課程 

博士前期課程 

専門職学位課程 

収容定員 収容定員 

人間社会科学研究科 社会創成専攻 １５ － 
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臨床心理学専攻 １０ － 

計 ２５ － 

人文社会科学研究科 法経専攻 ６ － 

言語・社会文化専攻 ６ － 

計 １２ － 

教育学研究科 教育実践開発専攻 － ３７ 

臨床心理専攻 ８ － 

計 ８ ３７ 

合計 ４９９ ３７ 
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国立大学法人島根大学管理学則（案）変更事項について 

 

第４３条関係 

  人間社会科学研究科について規定するとともに，廃止となる人文社会科学研究科を削除 

 

第４４条関係 

  人間社会科学研究科の修士課程について規定するとともに，教育学研究科の修士課程を

削除 

 

第４５条関係 

  人間社会科学研究科に社会創成専攻と臨床心理学専攻を置くことを規定するとともに，

廃止となる人文社会科学研究科及び教育学研究科臨床心理専攻に係る規定を削除 

 

第４７条関係 

  人間社会科学研究科の収容定員を規定するとともに，廃止となる人文社会科学研究科及

び教育学研究科臨床心理専攻に係る規定を削除 

 

第４９条関係 

  研究科長を基礎となる学部の学部長をもって充てる規定について，人間社会科学研究科

長は除外されることを規定 

 

附則関係 

  人間社会科学研究科設置に伴う収容定員等に係る学年進行による経過措置を規定 
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国
立
大
学
法
人
島
根
大
学
管
理
学
則
（
案
）

 
新
旧
規
定
対
照
表

 
 

改
 
正
 
規
 
定

 
（
案
）

 
現
 
行
 
規

 
定

 

 【
第
４
３
条
関
係
】

 
（
研
究
科
）

 
第
４
３
条

 
大
学
院
に
次
の
研
究
科
を
置
く
。

 
 

 
人
間
社
会
科
学
研
究
科

 
 

 
教
育
学
研
究
科

 
 

 
医
学
系
研
究
科

 
 

 
自
然
科
学
研
究
科

 
 【
第
４
４
条
関
係
】

 
 
（
課
程
）

 
第
４
４
条

 
人
間
社
会
科
学
研
究
科
は
，
修
士
課
程
と
す
る
。

 
２

 
省
略

 
３

 
省
略

 
４

 
省
略

 
５

 
省
略

 
６

 
教
育
学
研
究
科
は
，
専
門
職
学
位
課
程
と
す
る
。

 
 【
第
４
５
条
関
係
】

 
（
専
攻
）

 
第
４
５
条

 
研
究
科
に
次
の
専
攻
を
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人
間
社
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科
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研
究
科

 
 

 
 
社
会
創
成
専
攻
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開
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系
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学
専
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修
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程

 
 

 
 
 
医
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専
攻

 
 

 
 
博
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前
期
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程

 
 

 
 
 
看
護
学
専
攻

 

 【
第
４
３
条
関
係
】

 
（
研
究
科
）

 
第
４
３
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大
学
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次
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。
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学
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究
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育
学
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究
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 【
第
４
４
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関
係
】

 
 
（
課
程
）

 
第
４
４
条

 
人
文
社
会
科
学
研
究
科
は
，
修
士
課
程
と
す
る
。

 
２
 
同
左

 
３
 
同
左

 
４
 
同
左

 
５
 
同
左

 
６
 
教
育
学
研
究
科
は
，
専
門
職
学
位
課
程
及
び
修
士
課
程
と
す
る
。

 
 【
第
４
５
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関
係
】

 
（
専
攻
）

 
第
４
５
条

 
研
究
科
に
次
の
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を
置
く
。
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科

 
 
 
 
法
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攻
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・
社
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化
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教
育
学
研
究
科

 
 
 
 
教
育
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践
開
発
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臨
床
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理
専
攻

 
 
 
医
学
系
研
究
科

 
 
 
 
医
学
博
士
課
程

 
 
 
 
 
医
科
学
専
攻

 
 
 
 
修
士
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程

 
 
 
 
 
医
科
学
専
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博
士
前
期
課
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看
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学
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攻

 

26



 

 

 
 
 
博
士
後
期
課
程

 
 

 
 
 
看
護
学
専
攻

 
 

 
自
然
科
学
研
究
科

 
 

 
 
博
士
前
期
課
程

 
 

 
 
 
理
工
学
専
攻

 
 

 
 
 
環
境
シ
ス
テ
ム
科
学
専
攻

 
 

 
 
 
農
生
命
科
学
専
攻

 
 

 
 
博
士
後
期
課
程

 
 

 
 
 
創
成
理
工
学
専
攻

 
 

 
 

【
第
４
７
条
関
係
】

 
（
収
容
定
員
）

 
第
４
７
条

 
大
学
院
の
収
容
定
員
は
，
次
の
表
の
と
お
り
と
す
る
。

 

研
究

科
名

 
専
攻
名

 

修
士
課
程

 

博
士
前
期
課
程

 

医
学
博
士
課
程

 

博
士
後
期
課
程

 

専
門
職
学
位
課
程

 

入
学

 

定
員

 

収
容

 

定
員

 

入
学

 

定
員

 

収
容

 

定
員

 

入
学

 

定
員

 

収
容

 

定
員

 

人
間

社
会

科
学

研
究

科
 

社
会
創

成
専
攻

 

１
５

 
３
０

 
－

 
－

 
－

 
－

 

臨
床
心

理
学
専

攻
 

１
０

 
２
０

 
－

 
－

 
－
 

－
 

計
 

２
５

 
５
０

 
－

 
－

 
－
 

－
 

教
育

学
研

究
科

 

教
育
実

践
開
発

専
攻

 

－
 

－
 

－
 

－
 

２
０

 
４
０

 

 
 

 
 

 
 

 

計
 

－
 

－
 

－
 

－
 

２
０
 

４
０
 

(
略

)
 

(
略

)
 

(
略

)
 

(
略

)
 

(
略

)
 

(
略

)
 

(
略

)
 

合
計

 
２
５
２

 
５
０
４

 
４
７

 
１
７
１

 
２
０

 
４
０

 

 【
第
４
９
条
関
係
】

 
第
４
９
条

 
研
究
科
に
研
究
科
長
を
置
く
。

 
２

 
研
究
科
長
（
人
間
社
会
科
学
研
究
科
長
及
び
自
然
科
学
研
究
科
長
を
除
く
。）

は
，
基

礎
と
な
る
学
部
の
学
部
長
を
も
っ
て
充
て
る
。

 

 
 
 
博
士
後
期
課
程

 
 
 
 
 
看
護
学
専
攻

 
 
 
自
然
科
学
研
究
科

 
 
 
 
博
士
前
期
課
程

 
 
 
 
 
理
工
学
専
攻

 
 
 
 
 
環
境
シ
ス
テ
ム
科
学
専
攻

 
 
 
 
 
農
生
命
科
学
専
攻

 
博
士
後
期
課
程

 
 
 
 
 
創
成
理
工
学
専
攻

 
 【
第
４
７
条
関
係
】

 
（
収
容
定
員
）

 
第
４
７
条

 
大
学
院
の
収
容
定
員
は
，
次
の
表
の
と
お
り
と
す
る
。

 

研
究

科
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専
攻
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士
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士
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学
位
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程
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学
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容
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員
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学
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員
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容
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員
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学
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員
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人
文

社
会

科
学

研
究

科
 

法
経
専

攻
 

６
 

１
２

 
－

 
－

 
－

 
－

 

言
語
・

社
会
文

化
専
攻

 

６
 

１
２

 
－

 
－

 
－
 

－
 

計
 

１
２

 
２
４

 
－

 
－

 
－
 

－
 

教
育

学
研

究
科

 

教
育
実

践
開
発

専
攻

 

－
 

－
 

－
 

－
 

１
７

 
３
４

 

臨
床
心

理
専
攻

 

８
 

１
６

 
－

 
－

 
－
 

－
 

計
 

８
 

１
６

 
－

 
－

 
１
７

 
３
４

 

(
略

)
 

(
略

)
 

(
略

)
 

(
略

)
 

(
略

)
 

(
略

)
 

(
略

)
 

(
略
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合
計

 
２
４
７

 
４
９
４

 
４
７

 
１
７
１

 
１
７

 
３
４

 

 【
第
４
９
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関
係
】

 
第
４
９
条

 
研
究
科
に
研
究
科
長
を
置
く
。

 
２

 
研
究
科
長
（
自
然
科
学
研
究
科
長
を
除
く
。
）
は
，
基
礎
と
な
る
学
部
の
学
部
長
を
も

っ
て
充
て
る
。

 

27



 

 

３
 
省
略

 
 【
附
則
関
係
】

 
附

  
則

 
１

 
こ
の
学
則
は
，
令
和
３
年
４
月
１
日
か
ら
施
行
す
る
。

 

２
 
人
文
社
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  島根大学大学院学則 

（平成１６年島大学則第３ 号） 

（ 平 成 １ ６ 年 ４ 月 １ 日 制 定 ） 

〔平成３１年３月２２日最終改正〕 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 学年，学期及び休業日（第２条・第３条） 

第３章 入学（第４条－第１４条） 

第４章 修業年限及び在学年限（第１５条・第１６条） 

第５章 教育課程及び履修並びに教育職員免許状（第１６条の２－第３１条） 

第６章 休学，復学，留学，退学，転学及び除籍（第３２条－第３９条） 

第７章 賞罰（第４０条・第４１条） 

第８章 課程修了の認定（第４２条） 

第９章 学位（第４３条） 

第１０章 検定料，入学料及び授業料（第４４条－第４８条） 

第１１章 科目等履修生，特別聴講学生，研究生，特別研究学生及び外国人留学生（第４９条－第

５３条） 

第１２章 特別の課程（第５４条） 

第１３章 雑則（第５５条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 島根大学大学院（以下「大学院」という。）は，学術の理論及び応用を教授研究し，その深

奥をきわめ，又は高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培い，

文化の進展に寄与することを目的とする。 

（教育研究上の目的の公表等） 

第１条の２ 大学院は，研究科又は専攻ごとに，人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的

を規則等に定め，公表するものとする。 

第２章 学年，学期及び休業日 

（学年及び学期） 

第２条 学年は，４月１日に始まり，翌年３月３１日に終わる。 

２ 学年を分けて次の２期とする。 

前期 ４月１日から９月３０日まで 

後期 １０月１日から翌年３月３１日まで 

（休業日） 

第３条 定期の休業日は，次のとおりとする。 

日曜日及び土曜日 

国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 
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開学記念日 １０月１日 

夏季休業日 

冬季休業日 

春季休業日 

２ 前項の休業日のうち，夏季，冬季及び春季の休業日の期間については，学長が別に定める。 

３ 臨時の休業日は，その都度学長が定める。 

４ 休業日において必要がある場合には，授業を行うことができる。 

第３章 入学 

 （入学の時期） 

第４条 入学の時期は，学年の始めとする。ただし，研究科において必要と認めるときは，学期の始

めとすることができる。 

 （入学資格） 

第５条 大学院の修士課程，博士前期課程又は専門職学位課程に入学することができる者は，次の各

号の一に該当する者とする。 

一 大学を卒業した者 

二 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１０４条第４項の規定により学士の学位を授与され

た者 

三 外国において，学校教育における１６年の課程を修了した者 

四 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における１６年の課程を修了した者 

五 我が国において，外国の大学の課程（その修了者が当該外国の学校教育における１６年の課

程を修了したとされるものに限る。）を有するものとして当該外国の学校教育制度において位

置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了した者 

五の二 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について，当該外

国の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとし

て文部科学大臣が別に指定するものに限る。）において，修業年限が３年以上である課程を修

了すること（当該外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修すること

により当該課程を修了すること及び当該外国の学校教育制度において位置付けられた教育施

設であって前号の指定を受けたものにおいて課程を修了することを含む。）により，学士の学

位に相当する学位を授与された者 

六 専修学校の専門課程（修業年限が４年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準を満

たすものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修了し

た者 

七 文部科学大臣の指定した者 

八 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１０２条第２項の規定により大学院に入学した者で

あって，本学において認定試験を行い，本学大学院における教育を受けるにふさわしい学力が

あると認めたもの 

九 大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の学力があると認

めた者で，２２歳に達したもの 
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２ 前項の規定にかかわらず，次の各号に掲げる者であって，本学の定める単位を優秀な成績で修得

したと認めるものを，大学院の修士課程又は博士前期課程に入学させることができる。 

一 大学に３年以上在学した者 

二 外国において学校教育における１５年の課程を修了した者 

三 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における１５年の課程を修了した者 

第６条 大学院の博士後期課程に入学することのできる者は，次の各号の一に該当する者とする｡ 

一 修士の学位を有する者 

二 外国において修士の学位に相当する学位を授与された者 

三 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修し，修士の学位に相当する

学位を授与された者 

四 我が国において，外国の大学院の課程を有するものとして当該外国の学校教育制度において位

置付けられた教育施設であって，文部科学大臣が別に指定するものの当該課程を修了し，修士の

学位に相当する学位を授与された者 

五 国際連合大学本部に関する国際連合と日本国との間の協定の実施に伴う特別措置法（昭和５１

年法律第７２号）第１条第２項に規定する１９７２年１２月１１日の国際連合総会決議に基づき

設立された国際連合大学の課程を修了し，修士の学位に相当する学位を授与された者 

六 外国の学校，第４号の指定を受けた教育施設又は国際連合大学の教育課程を履修し，大学院設

置基準（昭和４９年文部省令第２８号）第１６条の２に規定する試験及び審査に相当するものに

合格し，修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者 

七 文部科学大臣が指定した者 

八 大学院において，個別の入学資格審査により，修士の学位を有する者と同等以上の学力がある

と認めた者で，２４歳に達したもの 

第７条 大学院の医学博士課程に入学することができる者は，次の各号の一に該当する者とする。 

一 大学の医学，歯学又は修業年限が６年の薬学若しくは獣医学（以下「医学等」という。）を履

修する課程を卒業した者 

二 外国において，学校教育における１８年の課程（最終の課程は，医学，歯学，薬学又は獣医学）

を修了した者 

三 外国の学校が行う通信教育における授業科目を我が国において履修することにより当該外国

の学校教育における１８年の課程（最終の課程は，医学，歯学，薬学又は獣医学）を修了した者 

三の二 外国の大学その他の外国の学校（その教育研究活動等の総合的な状況について，当該外国

の政府又は関係機関の認証を受けた者による評価を受けたもの又はこれに準ずるものとして文

部科学大臣が別に指定するものに限る。）において，修業年限が５年以上である課程（最終の課

程は，医学，歯学，薬学又は獣医学）を修了すること（当該外国の学校が行う通信教育における

授業科目を我が国において履修することにより当該課程を修了することを含む。）により，学士

の学位に相当する学位を授与された者 

四 文部科学大臣の指定した者 

五 医学等を履修する課程に４年以上在学し，又は外国において学校教育における医学等を履修す

る課程を含む１６年の課程を修了し，大学院において，所定の単位を優れた成績をもって修得し
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たものと認めた者 

六 大学院において，個別の入学資格審査により，大学を卒業した者と同等以上の学力があると認

めた者で，２４歳に達したもの 

（入学志願手続） 

第８条 大学院に入学を志願する者は，所定の期間に，入学願書及び所定の書類を提出するとともに，

検定料を納入しなければならない。 

（入学者の選抜） 

第９条 前条の入学志願者に対しては選抜を行い，研究科教授会の議を経て，学長が合格者を決定す

る。 

２ 前項の選抜は，学力試験，出身大学の調査書，健康診断書等を総合して行うものとする。 

（入学手続及び入学許可） 

第１０条 合格者は，所定の期日までに，所定の書類を提出するとともに，入学料を納入しなけれ

ばならない。ただし，入学料の免除又は徴収猶予の許可を受けようとする者は，入学料免除申請

書又は入学料徴収猶予申請書の提出をもって，入学料の納入にかえることができる。 

２ 学長は，入学手続を完了した者に入学を許可する。 

（進学） 

第１１条 本学の修士課程又は博士前期課程を修了し，引き続き本学の博士後期課程に進学を志願す

る者については，研究科の定めるところにより，選考の上，研究科長が進学を許可する。 

（再入学） 

第１２条 大学院を中途退学した者又は第３９条第２号，第３号若しくは第５号に該当し学籍を除外

された者が再入学を志願するときは，研究科教授会の議を経て，相当年次に入学を許可することが

ある。 

（転入学） 

第１３条 他の大学院に在学する者が転入学を志願するときは，研究科教授会の議を経て，相当年次

に入学を許可することがある。 

（転研究科） 

第１３条の２ 大学院に在学する者が所属研究科長の承認を得て，転研究科を願い出たときは，当該

研究科教授会の議を経て許可することがある。 

（転専攻） 

第１４条 大学院に在学する者が所属する専攻の変更を願い出たときは，選考の上，研究科教授会の

議を経て許可することがある。 

第４章 修業年限及び在学年限 

 （修業年限） 

第１５条 修士課程の標準修業年限は，２年とする。 

２ 博士課程（医学博士課程を除く。）の標準修業年限は５年とし，博士前期課程の標準修業年限は

２年，博士後期課程の標準修業年限は，３年とする。 

３ 医学博士課程の標準修業年限は４年とする。 

４ 専門職学位課程の標準修業年限は，教育学研究科教育実践開発専攻については２年とする。 

５ 前項の規定にかかわらず，教育学研究科教育実践開発専攻に置く長期在学プログラムの標準修業
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年限は３年とする。 

６ 前各項の規定にかかわらず，第１２条及び第１３条の規定により入学を許可された者の修業年限

については，各研究科において定める。 

 （在学年限） 

第１６条 在学年限は，当該課程の標準修業年限の２倍の年数を超えることができない。 

２ 前項の規定にかかわらず，転入学，再入学又は転専攻を許可された者の在学年限は，当該研究科

において定める。 

第５章 教育課程及び履修並びに教育職員免許状 

（教育課程の編成方針） 

第１６条の２ 大学院は，その教育上の目的を達成するために必要な授業科目を開設するとともに

学位論文の作成等に対する指導（以下「研究指導」という。）の計画を策定し，体系的に教育課

程を編成するものとする。 

２ 教育課程の編成に当っては，大学院は，専攻分野に関する高度の専門的知識及び能力を修得させ

るとともに，当該専攻分野に関連する分野の基礎的素養を涵養するよう適切に配慮しなければなら

ない。 

（教育方法） 

第１７条 大学院の教育は，授業科目の授業及び研究指導によって行うものとする。ただし，教育学

研究科の専門職学位課程は，研究指導を要しない。 

２ 前項の授業は，文部科学大臣が別に定めるところにより，多様なメディアを高度に利用して，当

該授業を行う教室等以外の場所で履修させることができる。 

（授業科目及び単位数） 

第１８条 研究科には，専攻に応じ，教育上必要な授業科目を開設する。 

２ 前項の授業科目及び単位数は，各研究科において定める。 

（成績評価基準等の明示等） 

第１８条の２ 研究科は，学生に対して，授業及び研究指導の方法及び内容並びに１年間の授業及

び研究指導の計画をあらかじめ明示するものとする。 

２ 研究科は，学修の成果及び学位論文に係る評価並びに修了の認定に当っては，客観性及び厳格性

を確保するため，学生に対してその基準をあらかじめ明示するとともに，当該基準にしたがって適

切に行うものとする。 

（教育方法の特例） 

第１９条 教育上特別の必要があると認められる場合には，夜間その他特定の時間又は時期において

授業又は研究指導を行う等の適当な方法により教育を行うことができる。 

２ 研究科に外国人留学生のための英語による特別コースを置くことができる。 

（他の大学院の授業科目の履修） 

第２０条 学長は，教育上有益と認めるときは，他の大学院（外国の大学院を含む。）との協議に基

づき，学生に当該大学院の授業科目を履修させることができる。 

２ 前項の規定により学生が修得した単位は，１０単位を限度とし，大学院において修得したものと

みなすことができる。 

３ 前項の規定にかかわらず，第１項の規定により教育学研究科の専門職学位課程の学生が修得した
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単位は２３単位を限度として，課程修了の要件となる単位とみなすことができる。 

４ 前３項の規定は，学生が他の大学院（外国の大学院を含む。）が行う通信教育における授業科目

を我が国において履修する場合について準用する。 

５ 前４項に定めるもののほか，他の大学院の授業科目の履修については，各研究科において定める。 

（他の大学院等における研究指導） 

第２１条 学長は，教育上有益と認めるときは，他の大学院又は研究所等（以下「他の大学院等」と

いう。）との協議に基づき，学生に当該他の大学院等において必要な研究指導を受けさせることが

できる。ただし，修士課程及び博士前期課程の学生が当該研究指導をうける期間は，１年を超えな

いものとする。 

２ 前項に定めるもののほか，他の大学院等における研究指導については，各研究科において定める。 

（単位の授与） 

第２２条 単位は，履修した授業科目の試験に合格した者に与える。 

（成績の評価） 

第２３条 成績の評価は，秀，優，良，可及び不可とし，秀，優，良及び可を合格とする。 

２ 評価の基準については，別に定める。 

（入学前の既修得単位の認定） 

第２４条 学長は，教育上有益と認めるときは，研究科教授会の議を経て，学生が大学院に入学する

前に大学院又は他の大学院（外国の大学院を含む。）において履修した授業科目について修得した

単位（科目等履修生として修得した単位を含む。）を，大学院に入学した後の大学院における授業

科目の履修により修得したものとみなすことができる。 

２ 前項の規定により修得したものとみなすことができる単位数は，転入学の場合を除き，大学院に

おいて修得した単位以外のものについては，１０単位を超えないものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず，教育学研究科の専門職学位課程においては当該単位を第２０条第３項

の規定により修得したものとみなす単位数を合わせて２３単位を限度として，課程修了の要件とな

る単位とみなすことができる。 

４ 前３項に定めるもののほか，入学前の既修得単位の認定の取扱いに関し必要な事項は，各研究科

において定める。 

（単位の計算方法） 

第２５条 授業科目の単位数は，１単位の授業科目を４５時間の学修を必要とする内容をもって構成

することを標準とし，授業の方法に応じ，当該授業による教育効果，授業時間外に必要な学修等を

考慮して，次の基準により単位数を計算するものとする。 

 一 講義及び演習については，１５時間から３０時間までの授業をもって１単位とする。 

 二 実験，実習及び実技については，３０時間から４５時間までの授業をもって１単位とする。た

だし，芸術等の分野における個人指導による実技の授業については，この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず，学位論文等に係る授業科目については，これらの学修の成果を評価し

て単位を授与することが適切と認められる場合には，これらに必要な学修等を考慮して，単位数を

定めることができる。 

（一の授業科目について二以上の方法の併用により行う場合の単位の計算基準） 

第２５条の２ 大学院が，一の授業科目について，講義，演習，実験，実習又は実技のうち二以上の
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方法の併用により行う場合の単位数を計算するに当っては，その組み合わせに応じ，前条第１項各

号に規定する基準を考慮して研究科が定める時間の授業をもって１単位とする。 

（履修方法） 

第２６条 修士課程及び博士前期課程の学生は，当該研究科の定める履修方法により，３０単位以上

を修得しなければならない。 

２ 博士後期課程及び医学博士課程の学生は，当該研究科の定める履修方法により，所定の単位数以

上を修得しなければならない。 

３ 教育学研究科の専門職学位課程の学生は，当該研究科の定める履修方法により，所定の単位数以

上を修得しなければならない。 

第２７条及び第２８条 削除 

 （長期にわたる教育課程の履修等） 

第２９条 学生が，職業を有している等の事情により，標準修業年限を超えて一定の期間にわたり計

画的に教育課程を履修し課程を修了することを希望する旨（以下「長期履修」という。）を申し出

たときは，その計画的な履修を認めることがある。 

２ 長期履修を認められた学生の在学年限は，標準修業年限の２倍の年数を超えることができない。 

３ 前２項に定めるもののほか，長期履修に関し必要な事項は，別に定める。 

（教育職員免許状授与の所要資格） 

第３０条 学生が，教育職員の免許状授与の所要資格を取得しようとするときは，教育職員免許法（昭

和２４年法律第１４７号）及び教育職員免許法施行規則（昭和２９年文部省令第２６号）に定める

所要の単位を修得しなければならない。 

２ 前項の規定により学生が所要資格を取得できる教育職員の免許状の種類及び単位の修得方法等

については，各研究科において定める。 

（教育方法等に関するその他の事項） 

第３１条 この章に定めるもののほか，必要な事項は，各研究科において定める。 

 第６章 休学，復学，留学，退学，転学及び除籍 

（休学の許可） 

第３２条 学生が，疾病その他特別の理由により，２ケ月以上修学できないときは，本人の願出に基

づき，研究科教授会の議を経て学長が休学を許可することがある。 

（休学の命令） 

第３３条 疾病等の理由により修学することが適当でないと認められる者に対しては，研究科教授会

の議を経て，学長が期間を定めて休学を命ずることがある。 

（休学期間の限度） 

第３４条 休学期間は，１年を超えることができない。ただし，特別の理由があるときは，研究科教

授会の議を経て，１年以内更に休学を許可し，又は命令することがある。 

２ 休学期間は，合算して２年（医学博士課程にあっては３年）を超えることができない。 

 （休学期間の取扱い） 

第３５条 休学期間は，第１５条に規定する修業年限及び第１６条に規定する在学年限には算入しな

い。 

（復学） 
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第３６条 学生が休学期間中にその理由が消滅し，復学しようとするときは，本人の願出に基づき，

研究科教授会の議を経て，学長が復学させることがある。 

（留学） 

第３７条 学長は，教育上有益と認めるときは，研究科教授会の議を経て，外国の大学院又はこれに

相当する高等教育機関（以下「外国の大学院等」という。）と協議し，学生を当該外国の大学院等

に留学させることができる。 

２ 前項の規定により学生が修得した単位は，１０単位を限度とし，大学院において修得したものと

みなすことができる。 

３ 第１項の規定により留学した期間は，第１５条に規定する修業年限及び第１６条に規定する在学

年限の期間に算入する。 

４ 前３項に定めるもののほか，留学に関し必要な事項は，各研究科において別に定める。 

（退学及び転学） 

第３８条 学生が，退学又は転学しようとするときは，研究科長を経て，学長に願い出，許可を受け

なければならない。 

（除籍） 

第３９条 次の各号の一に該当する者は，研究科教授会の議を経て，学長が除籍する。 

 一 疾病その他の理由により成業の見込がないと認められる者 

 二 入学料の免除が不許可になった場合若しくは半額免除が許可された場合又は入学料の徴収猶

予を申請した場合において，納入すべき入学料を，所定の期日までに納入しない者 

 三 授業料の納入を怠り，督促してもなお納入しない者 

 四 第１６条に定める在学年限を超えた者 

 五 第３４条の休学期間を超えてなお復学することができない者 

   第７章 賞罰 

（表彰） 

第４０条 学生として表彰に価する行為を行った者については，所定の手続を経て，学長が表彰する。 

２ 前項に定めるもののほか，学生として表彰に価する行為を行った者については，研究科長が表彰

することがある。 

３ 表彰に関し必要な事項は，別に定める。 

（懲戒） 

第４１条 本学の規則に違反し，又は学生の本分に反する者は，所定の手続を経て，学長が懲戒する。 

２ 懲戒は，退学，停学及び訓告とする。 

３ 前項の退学は，次の各号の一に該当する者に対して行うことができる。 

 一 性行不良で改善の見込みがないと認められる者 

 二 正当な理由がなくて出席常でない者 

 三 本学の秩序を乱し，その他学生としての本分に著しく反した者 

４ 停学の期間は，第１５条に規定する修業年限及び第１６条に規定する在学年限に算入する。ただ

し，その期間が３ケ月以上にわたるときは，修業年限には算入しない。 

   第８章 課程修了の認定 

 （課程修了の認定） 
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第４２条 修士課程及び博士前期課程の修了は，第１５条第１項から第２項までに規定する標準修

業年限以上在学し，所定の単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，当該修士課程又は

博士前期課程の目的に応じ，修士論文又は特定の課題についての研究の成果の審査及び試験に合

格した者について，研究科が認定する。ただし，在学期間に関しては，研究科教授会が優れた業

績を上げたと認める者については，１年以上在学すれば足りるものとする。 

２ 医学博士課程の修了は，大学院に４年以上在学し，所定の単位を修得し，かつ，必要な研究指導

を受けた上，学位論文の審査及び最終試験に合格した者について，研究科教授会が認定する。ただ

し，在学期間に関しては，研究科教授会が優れた研究実績を上げたと認める者については，３年以

上在学すれば足りるものとする。 

３ 博士課程の修了は，大学院に５年（修士課程又は博士前期課程に２年以上在学し，当該課程を修

了した者にあっては，当該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学し，所定の単位を修得

し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査及び最終試験に合格した者について，研究

科教授会が認定する。ただし，在学期間に関しては，当該研究科教授会が優れた研究業績を上げた

と認める者については，大学院に３年（修士課程又は博士前期課程に２年以上在学し，当該課程を

修了した者にあっては，当該課程における２年の在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものと

する。 

４ 教育学研究科の専門職学位課程の修了は，大学院に２年以上在学し，所定の単位を修得し，かつ，

当該研究科が別に定める基準以上の成績を修めた者について，研究科教授会が認定する。ただし，

在学期間に関しては，当該研究科教授会が認める者については，大学院に１年以上在学すれば足り

るものとする。 

５ 削除 

６ 第１項ただし書の規定による在学期間をもって修士課程又は博士前期課程を修了した者の博士

課程の修了は，大学院に修士課程又は博士前期課程における在学期間に３年を加えた期間以上在学

し，第１項及び第２項に定める単位を修得し，かつ，必要な研究指導を受けた上，博士論文の審査

及び最終試験に合格した者について，研究科教授会が認定する。ただし，在学期間に関しては，当

該研究科教授会が優れた研究業績を上げたと認める者については，大学院に３年（修士課程又は博

士前期課程における在学期間を含む。）以上在学すれば足りるものとする。 

７ 第３項及び前項の規定にかかわらず，第６条第２号から第６号までの規定により，大学院への入

学資格に関し修士の学位を有する者と同等以上の学力があると認められた者が，博士後期課程に入

学した場合の博士課程の修了の要件は，大学院に３年以上在学し，所定の単位を修得し，かつ，必

要な研究指導を受けた上，博士論文の審査及び最終試験に合格した者について，研究科教授会が認

定する。ただし，在学期間に関しては，当該研究科教授会が優れた研究業績を上げたと認める者に

ついては，大学院に１年以上在学すれば足りるものとする。 

第９章 学位 

 （学位の授与） 

第４３条 大学院の課程を修了した者には，修士，博士又は専門職学位の学位を授与する。 

２ 学位の授与に関し必要な事項は，別に定める。 

 第１０章 検定料，入学料及び授業料 

（検定料，入学料及び授業料の額） 
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第４４条 検定料，入学料及び授業料の額は，別に定める。 

 （検定料及び入学料の返還） 

第４５条 入学志願手続後の検定料及び入学手続後の入学料は，返還しない。 

２ 検定料又は入学料を納入後，所定の期日までに入学志願又は入学に係る書類を提出しなかった者

については，所定の期日までに当該者から申し出があった場合に限り，既納の検定料又は入学料を

返還するものとする。 

（検定料の免除） 

第４５条の２ 入学を志願する者で，大規模な風水害等の災害を受ける等，特別の事情により，検定

料の納入が著しく困難であると認められる者については，検定料の免除を許可することができる。 

２ 前項に定めるもののほか，検定料の免除については，別に定める。 

（入学料の免除及び徴収猶予） 

第４６条 大学院に入学する者で，特別の事情により，入学料の納入が著しく困難であると認められ

る者については，入学料の免除を許可することができる。 

２ 大学院に入学する者で，経済的理由等により，納入期限までに入学料の納入が困難であると認め

られる者については，入学料の徴収猶予を許可することができる。 

３ 大学院に入学する者で，学長が入学者選抜試験等の成績が優秀であると認めた者については，入

学料を免除することがある。 

４ 前３項の規定により入学料の免除又は徴収猶予の申請をした者については，免除又は徴収猶予を

許可し，又は不許可とするまでの間，入学料の徴収を猶予する。 

５ 前４項に定めるもののほか，入学料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項は，別に定める。 

（授業料の納入） 

第４７条 学生は，授業料を次の２期に分けて，それぞれの期間（以下「授業料納入期間」という。）

内に年額の２分の１ずつ納入しなければならない。 

前期 ４月１日から５月３１日まで 

後期 １０月１日から１１月３０日まで 

２ 前項の規定にかかわらず，学生は，前期に係る授業料を納入するときに申し出て，後期に係る授

業料を併せて納入することができる。 

３ 入学年度の前期又は前期及び後期に係る授業料については，第１項の規定にかかわらず，入学を

許可されるときに申し出て，納入することができる。 

４ 前３項に定めるもののほか，授業料の徴収の取扱いについては，別に定める。 

（授業料の返還） 

第４７条の２ 既納の授業料は，返還しない。 

２ 前項の規定にかかわらず，次の各号に掲げる場合で，かつ，所定の期日までに納入した者から申

し出があった場合に限り，当該各号に掲げる授業料を返還するものとする。 

一 授業料納入期間前又は授業料納入期間内に休学を許可した場合は，月割計算により休学当月の

翌月(月の初日から休学期間が開始する場合は休学当月)から復学当月の前月までの授業料 

二 前条第２項又は第３項の場合において，後期の授業料納入期間前に退学を許可した場合には，

後期分授業料 

三 前条第３項の場合において，入学年度の前年度の３月３１日（１０月に入学する者にあっては
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９月３０日）までに入学を辞退した場合は，当該授業料 

（授業料の免除及び徴収猶予） 

第４８条 休学期間中の授業料は，別に定めるところに従い，免除する。 

２ 経済的理由によって，授業料の納入が困難であり，かつ，学業優秀と認められる者又は死亡，行

方不明，災害等やむを得ない事情の生じた者については，授業料の免除又は徴収猶予（月割分納又

は延納をいう。以下同じ。）を許可することができる。 

３ 大学院に入学する者で，学長が入学者選抜試験等の成績が優秀であると認めた者及び大学院に在

学する者で学業の成績が優秀であると認めた者については，授業料を免除することがある。 

４ 前３項に定めるもののほか，授業料の免除及び徴収猶予に関し必要な事項は，別に定める。 

  第１１章 科目等履修生，特別聴講学生，研究生，特別研究学生及び外国人留学生  

（科目等履修生） 

第４９条 大学院が開設する授業科目について，一又は複数の授業科目を履修することを志願する者

があるときは，研究科教授会の選考を経て科目等履修生として入学を許可することがある。 

２ 前項に定めるもののほか，科目等履修生に関し必要な事項は，別に定める。 

 （特別聴講学生） 

第５０条 大学院の特定の授業科目の履修を志願する他の大学院又は外国の大学院等の学生がある

ときは，当該大学院等との協議に基づき，特別聴講学生として入学を許可することがある。 

２ 前項に定めるもののほか，特別聴講学生に関し必要な事項は，別に定める。 

（研究生） 

第５１条 大学院において特定の事項を研究しようとする者があるときは，研究科教授会の選考を経

て，研究生として入学を許可することがある。 

２ 前項に定めるもののほか，研究生に関し必要な事項は，別に定める。 

 （特別研究学生） 

第５２条 他の大学院又は外国の大学院の学生で大学院において研究指導を受けようとする者があ

るときは，当該大学院との協議に基づき，特別研究学生として入学を許可することがある。 

２ 前項に定めるもののほか，特別研究学生に関し必要な事項は，各研究科において定める。 

（外国人留学生） 

第５３条 外国人で大学において教育を受ける目的をもって入国し，大学院に入学を志願する者があ

るときは，第８条から第１０条までの規定にかかわらず，特別の選考を行い，研究科教授会の議を

経て，外国人留学生として入学を許可することがある。 

２ 前項に定めるもののほか，外国人留学生に関し必要な事項は，別に定める。 

  第１２章 特別の課程 

 （特別の課程） 

第５４条 学長は，文部科学大臣の定めるところにより，本学の学生以外の者を対象とした特別の課

程を編成し，これを修了した者に対し，修了の事実を証する証明書を交付することができる。 

   第１３章 雑則 

第５５条 この大学院学則に定めるもののほか，本学大学院の学生に関し必要な事項は，島根大学学

則（平成１６年島大学則第２号）を準用する。 

   附 則 
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１ この学則は，平成１６年４月１日から施行する。 

２ 国立大学法人法（平成１５年法律第１１２号）附則第１７条の規定により，平成１５年９月３０

日において島根大学又は島根医科大学に在学する者は，当該大学の大学院の課程を修了するため必

要であった教育課程の履修を本学において行うものとし，本学は，そのため必要な教育を行うもの

とする。この場合における教育課程その他当該学生の教育に関し必要な事項は，別に定める。 

附  則（平成１７年２月２日一部改正） 

この学則は，平成１７年２月２日から施行する。 

附  則（平成１７年３月２２日一部改正） 

この学則は，平成１７年３月２２日から施行する。 

附  則（平成１８年４月１８日一部改正） 

この学則は，平成１８年４月１８日から施行する。 

附  則（平成１８年６月２０日一部改正） 

この学則は，平成１８年６月２０日から施行する。 

附  則（平成１８年９月１９日一部改正） 

この学則は，平成１８年９月１９日から施行する。 

附 則（平成１９年１月３０日一部改正） 

 この学則は，平成１９年１月３０日から施行する。ただし，目次，第１条の２，第５章章名，第

１６条の２，第１７条，第１８条の２，第２５条の２及び第４２条の改正規定は，平成１９年４月

１日から施行する。 

附 則（平成１９年３月２６日一部改正） 

１ この学則は，平成１９年４月１日から施行する。 

２ 平成１８年度以前の入学生及び当該入学生と同学年に転入学又は再入学する者については，こ

の学則による改正後の島根大学大学院学則第２３条第１項ただし書き及び第４２条第４項の規

定にかかわらず，なお従前の例による。 

附 則（平成１９年１０月２３日一部改正） 

１ この学則は，平成２０年４月１日から施行する。 

２ 平成１９年度以前の入学生及び当該入学生と同学年に転入学又は再入学する者については，こ

の学則による改正後の島根大学大学院学則第２３条第１項の規定にかかわらず，なお従前の例に

よる。 

附  則（平成２０年３月２５日一部改正） 

この学則は，平成２０年４月１日から施行する。 

附  則（平成２１年２月９日一部改正） 

この学則は，平成２１年２月９日から施行する。ただし，この学則による改正後の島根大学大学

院学則第４６条第３項及び第４８条第３項の規定は，平成２０年１０月９日から適用する。 

附  則（平成２２年２月１６日一部改正） 

この学則は，平成２２年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月１９日一部改正） 

この学則は，平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２４年４月９日一部改正） 

この学則は，平成２４年４月９日から施行する。 

附 則（平成２４年５月１４日一部改正） 

この学則は，平成２４年５月１４日から施行し，平成２４年４月１日から適用する。 

附 則（平成２８年３月１５日一部改正） 

１ この学則は，平成２８年４月１日から施行する。 
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２ 平成２７年度以前の入学生及び当該入学生と同学年に転入学又は再入学する者については，こ

の学則による改正後の島根大学大学院学則の規定にかかわらず，なお従前の例による。 

附 則（平成２８年９月１２日一部改正） 

この学則は，平成２８年９月１２日から施行する。 

附 則（平成３０年３月１４日一部改正） 

この学則は，平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（平成３１年３月２２日一部改正） 

この学則は，平成３１年４月１日から施行する。 
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